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グローバル化のもとでの企業と地域
- トヨタ企業体のグローバル展開を事例に-
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1.はじめに- 経営環境の激変と迫られるグローバル化
(以上､本号)
1970年代半ば以降､石油危機を契機にして世界経済が ｢転換期｣を迎えたなかにあって､す
でにそれまでに ｢会社本位｣のメカニズムを完成させていたわが国の大企業は､さらに一段と
合理化努力- ｢減量経営｣をすすめ､労働現場での効率性と労働者の能力主義的競争の組織化
を追求したが､そのインパクトは単に労働者の労働生活そのものにとどまらず､その家族や地
域生活のあり様までも規定するようになった｡そのため日本社会の価値体系において企業の論
理が､経済生活のみならず家庭や地域生活､果ては教育の領域をも被い､社会生活全般がより
強固な企業主義的秩序の内に包摂されることとなった (いわゆる ｢日本型企業社会｣の確
立)1)0
キーワード:トヨタ生産システム､地域独占､企業都市､立地選択､地域貢献
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ところでこの過程で､わが国の大企業はより一層の ｢国際競争力｣を持っようになり､それ
とともに国際的にも ｢日本的経営｣が脚光を浴びることとなった｡すなわち､80年代に入って
それまでの鉄鋼等の素材供給型重化学工業にとって代わって､電気機械とならび自動車産業等
の加工組立型産業が､その輸出依存型の成長構造を強化しながら､日本経済を牽引するリーデ
ング産業にのしあがるに従い､とりわけトヨタ生産システムに代表される自動車産業の経営は､
｢リーン生産方式｣の名のもとに ｢日本的経営｣の典型的なモデルとして注目され､欧米企業
への移植可能性等をめぐって世界的な議論を呼び起こした2)0
だがしかしそうした論議とは別に､マクロの日本経済の現実の動向から言えば､この過程は､
｢減量経営｣による企業競争力の強化一 外需拡大による輸出拡大-貿易黒字の累積- 国際貿
易摩擦 ･円高の進展- 民間企業の経営危機 (同時に欧米との経済構造協議やあるいは内需拡
大要請による財政支出インパクト-財政危機)-一企業のさらなる ｢合理化｣･原価低減努カー
-市場競争力の回復- 円高の進展という､いわゆる ｢悪魔のサイクル｣と呼ばれる経済的ジ
レンマに陥ったプロセスでもあった3)｡
また他方､対外関係から言えば､80年代初頭から､日本の自動車メーカーの対米乗用車輸出
の自主規制 (1981年より)に象徴される欧米での輸入規制､そしてより決定的には､85年のプ
ラザ合意以降の急激な円高 ･ドル安誘導に対応して､ トヨタをはじめ自動車産業を中心とする
日本産業は､その輸出依存型経営構造の転換を迫られることとなった｡こうして80年代後半以
降､円高から深刻な波及効果をうける地場産業 ･中小企業等も含めて､本格的なグローバル化
(現地生産化)が進展し始め､国内における産業空洞化が懸念されるようになった｡
ただ､こうした日本経済における産業空洞化の懸念も､80年代後半のいわゆる ｢バブル経済｣
の始まりのなかで､国民の消費需要増等によるバブル景気のもとで一時後退したかのようにみ
えた｡ちなみに､自動車産業についてみれば､国内市場の盛り上がりに対応して各メーカーは
車種の多様化､上級車への移行､装備の高級化､モデルチェンジ期間の短縮化など､積極的な
高付加価値化による内需拡大努力の経営戦略を追求し､その結果､1990年の生産台数が1,348
万台強 (国内販売台数では777万台強)という最高水準を達成した｡
しかし今日､バブル経済が崩壊して日本経済がかってない苦境に陥り､加えて93年から始ま
り､95年前半期に一挙に1ドル-80円台を記録した円高のもとで､不況による内需シフトの困
難と､成長著しいアジア諸国や巻き返し著しいアメリカ､そして市場練合をはたしたEU等と
の国際的競争の激化ために､日本企業はかってないリストラクチャリングや産業構造調整に迫
られ､さらに生産を海外に移すなどのグローバル戦略がより加速化されるなど､国内外を問わ
ず ドラスチックな再編成が進行している｡その結果､バブル期に一時消えたかにみえた地域経
済 ･産業の空洞化問題が改めて現実的な焦点となりつつある様に思われる｡
とりわけ､従来まで日本経済の成長の牽引車であったトヨタ等を中心とする自動車産業は､
バブル崩壊以後今日まで､国内市場の成熟化にともなう販売減の長期継続､海外生産の増大や
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円高を背景とした価格競争力の低下によって輸出拡大が望めないなど､かって経験したことの
ない構造的な転換期に直面している｡バブル期の需要拡大に対応した設備投資のため生産能力
は現在1,400万台弱の水準にあるが､国内生産の不振で需給ギャップはなお300万台はあると言
われている｡また､日本車は欧米車と比べ､品質面では90年代でもなお優位にあるが､アメリ
カのビッグスリーの技術力､販売力アップの追い上げを受けて品質格差は縮小しており､さら
に価格競争力の低下により国際競争力は失われてきているという｡また､95年の日米自動車 ･
同部品交渉にみられるように､貿易摩擦にたいする国際的な非難の目は厳しく､否応なく日本
自動車メーカーに対するグローバルプランの促進が追い打ちをかけるように求められてきてい
る｡かくして､日本の自動車産業は､従来型の単なるコスト削減努力にとどまらず､新たにグ
ローバルな供給体制を再構築をして､国際的に生産方法や生産コスト､商品力の多様化を図り､
そしてこれに対応出来る新たな経営組織 ･体制の構築が求められているという4)0
いずれにせよ､すくなくとも90年代初頭までの､日本の自動車産業の強さの秘密は､｢日本｣
という生産拠点を持っ強みに依存し､品質 ･コスト競争力の優位性にもとづく ｢輸出依存｣体
質によるものであった｡またこれを ｢地域経済｣という視点からみると､日本の自動車産業は
トヨタやマツダに典型的にみられるように､総合組立の親メーカーを頂点に裾野の広い系列企
業のピラミッド型の分業構造をなした企業集団が､特定の地域に集積され､地域経済の格となっ
てきたという特徴を持っていた (比較的分散している日産でも､これまで大半の工場が関東に
立地していた)｡従って､90年代に入ってから本格的に現実化しつつある日本自動車産業のグ
ローバリゼイションの進展は､再びその足元で産業空洞化や雇用問題の深刻化への不安と動揺
を誘発しており､加えて､進出先の海外工場にどの程度まで ｢日本的経営｣が移植可能なのか
についても､従来の欧米地域にとどまらず､アジア地域をも含めて､よりグローバルな視点か
らの議論が起きている｡
ところで､従来の経済理論では一般的に､大企業行動と地域社会との関わりについて､次の
ような暗黙の前提がおかれてきたように思われる｡すなわち､きわめて図式的にいえば､元来､
資本主義企業には定住性はなく､局地的 ･地域的閉鎖性を克服して､国民経済､さらにはそれ
をも越えた世界市場が問題であって､従って (大)企業にとっては､｢地域｣はそれが必要と
する限りでかかわりをもっ ｢停泊地｣としての意味を持っに過ぎないもの､という考え方であ
る｡今日､多くの論調にみられるような､日本企業のグローバル化戦略､即イコール産業空洞
化 ･地域経済の空洞化というように単純化して経済危機を説く議論は､こうした思わざる前提
に立脚してはいないであろうか｡
しかし､現実の事態はそれほど単純なものではなく､歴史的に企業 ･産業が存立 してきた
｢地域｣という空間は､企業の経営戦略にとってもっと重い意味を持っているのではないのか｡
さらに言えば､企業の地域とのかかわり方の個性 ･差異性が､企業競争力の優劣にも投影する
ことはないのであろうか｡そうした意味で､グローバル化のもとでの産業空洞化の可能性とい
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う場合にも､個別企業や産業の歴史的特性や個性に即して､轍密な事例研究 ･実証研究の上に
たった検証がいるのではなかろうか｡
逆にまた､仮に企業に定住性がなく､あるいは多国籍化をとげて､絶えずグローバルな規模
で ｢停泊地｣を求めていくにしても､経営戦略からみて ｢停泊地｣の ｢地域性｣は問題になら
ないのであろうか｡この点でいえば､とりわけ80年代以降､注目を浴びてきた ｢日本的経営｣
や日本型生産システムの海外移植 ･国際移転問題に関する論議は､それが移植 ･移転される空
間的な場- ｢地域｣の特性とのかかわりで検証するという視点はほとんどなかったように思わ
れる｡しかし現実には､海外進出をとげグローバル化して行く企業にとって､立地選択のあり
様が重要な経営戟略の一環であることは､改めて強調するまでもないはど常識的なことであっ
たのではないのか｡その意味で､グローバル化が焦点となればなるほど､｢地域経済｣視点に
たった日本企業の立地選択戦略を､実証的に解明することも今日の重要な課題であろう｡
本稿はこのような課題を解明するため､従来から日本的生産システムの頂点にあるとされて
いるトヨタを具体的な事例として､グローバル化し､多国籍企業化してゆく大企業の経営戦略
や経営体制の再編 ･変容のもとで､それが地域経済 ･社会 (いわば､従来までの ｢根拠地｣と
しての地域と､新たな ｢停泊地｣としての地域という二重の意味において)に持っ意義や影響
等をトレースしつつ､グローバル化時代の企業と地域の諸関係 ･展望に関する予備的な考察を
試みようとするものである｡周知のように ｢三河一極集中生産体制｣にもとづく｢輸出依存型｣
経営構造のなかから､今やGM等とならび世界のビッグスリーにまで成長を遂げたトヨタは､
90年代に入って､後述の1992年1月の ｢国際社会から信頼される良き企業市民｣を掲げた ｢基
本理念｣に象徴されるように､｢日･米 ･欧州の三極構造｣のグローバルな生産体制への再編
成を加速させてきている｡ トヨタのこの動向は､国内は言うに及ばず国際的にも自動車産業の
再編成の動きに大きなインパクトを与えているが､同時にそれは関係する国内外の地域経済 ･
社会にも大きな影響や変化をもたらしているように思われるからである5)0
<注>
1)拙稿 ｢『El本型企業社会』と 『企業都市』研究｣､都丸泰助･窪Hl暁子･遠藤宏一編 『トヨタと地域社会』
大月書店､1987年所収参照
2)∫.D.ウオマック､D.ルース､D.T.ジョーンズ 『リーン生産方式が､世界の自動車産業をこ
う変える』(沢田博訳)経済界､1990年
3)｢悪魔のサイクル｣とは､野村総研の1994年のトヨタ自動車に関するリポー トで指摘されたことであ
るが､完成車などの輸入額から部品輸入などを差し引いたトヨタ1杜の ｢貿易黒字｣は年間240億 ドル､
1993年の日本の貿易黒字額のほぼ2割に相当する｡またさらに大手5杜を中心とする自動車産業全体の
｢貿易黒字額｣は日本の貿易黒字総額の実に56%にも達しているという｡
尚､この ｢悪魔のサイクル｣は単に､自動車産業の経営を襲っているだけではなく､日本の国家財政
危機をも規定している｡すなわち､80年代以降の日本財政は､民間企業の ｢減量経営｣による競争力回
復-外需拡大一 円高･国際貿易摩擦の進展一 国際的な要請としての内需拡大インパクト-ビッグ･プロ
ジェクトをはじめとする公共投資拡大の国際協約や米軍の軍事費肩代り要請 (在日米軍への思いやり予
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算など)- 絶えざる経費膨張要因の作用､というサイクルからもはや抜け出せなくなっている｡ この
点については､拙稿 ｢財政構造の変容｣､横田茂･永山利和編 『転換期の行財政システム』大月書店､
1995年､所収参照｡
4)大村和夫 ｢世界市場での優位を失った日本メーカー｣､『ェコノミスト』1993年10月26日号｡
5)筆者はこれまで､ トヨタ生産方式やトヨタと労働 ･生活､あるいはトヨタと地域社会に関する共同研
究チームの下で トヨタ企業体についての実証研究にもとりくんできた｡それら共同研究の成果は､すで
に前掲 『トヨタと地域社会』､野原光､藤田栄史編 『自動車産業と労働者』法律文化社､1988年｡ある
いは､拙著 『地域開発の財政学』大月書店､1985年､第4章 ｢巨大独占体の 『地域独占』と ｢地方行財
政｣等々で公刊されている｡本稿はこうした成果をふまえつつ､さらに1995年4月から8月の間､アメ
リカ､イギリスへの国外留学の機会が与えられた折に､トヨタ (TMM ･US,TMM ･UK)や､日産
(NMM･UK)の英米進出工場の視察と調査を行った成果をもとに､90年代のグローバル化の本格的展
開のもとでの ｢企業と地域｣の関係とその変容を国内外という複眼的な視点で トレースすることを意図
としている｡
2.トヨタ生産方式と ｢地域｣
2-1.トヨタ生産システムの存立基盤としてのトヨタ企業体の ｢地域独占｣･｢地域支配｣
先ず始めに､少なくとも80年代まで､一口に ｢三河一極集中生産体制｣にもとづく ｢輸出依
存型｣経営構造と特徴づけられてきたことにも示されているような1)､ トヨタという企業の生
産と経営にとって ｢地域｣というものがもつ特有の意義をあらかじめ総括しておく必要があろ
う｡
今日ではよく知られているように､ トヨタ自動車の高成長 ･強蓄積の要因としては以下の点
が指摘されてきた｡一つは ｢ジャスト･イン･タイム｣｢カンパン方式｣等の言葉とともに知
られた､｢多品種｣･小ロット･受注生産型の大量生産を最も効率的に実現している ｢トヨタ生
産方式｣の確立である｡二つはこれとあわせて､下請部品工業の近代化と西三河地区への集中
立地を進め､いわゆる ｢階層的下請構造｣の形成による合理化の徹底 (単価切下げ､低賃金労
働力の利用等)ということである｡三つには ｢労使宣言｣(1962年)に象徴されるような協調
的労使関係や､｢職縁｣や ｢趣味縁｣まで加えた職場内外での､二重三重のフ-マル教育とイ
ンフーマル活動とによって企業共同体意識を育成した労働者管理の ｢成功｣である｡
だがしかし､こうしたトヨタの企業経営それ自体における生産管理や下請 ･労務管理システ
ムとともに､もう一つの要因としてこのトヨタ生産システムや下請企業支配を支える基盤とし
て､｢トヨタ企業体｣2)の地域空間的な集中立地とそのもとでの ｢地域独占｣ ･｢地域支配｣の
メカニズム (｢企業城下町｣｢企業城下県 ･圏｣の形成)という､いわゆる ｢企業と地域｣の関
係の重要性を見落とす訳にはいかないであろう｡冒頭でも触れたように､70年代後半から80年
代にかけてトヨタ生産システムに代表される日本的経営が国際的に注目され､国内外の研究が
進められたが､この ｢企業と地域｣という論点に注目したものはほとんどなかった｡しかし､
このトヨタ企業集団の地域的集積と ｢地域支配｣こそ､他のいくつかの要因を成立させている
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必要かっ十分条件であり､今日までの トヨタの発展の秘密を解く鍵となる特質であるといって
も過言ではない｡
(1) ｢地域経済｣からみたトヨタ･自動車産業
周知のように､現在のトヨタが ｢いなか育ちの純朴な工員を養成して､安くて良い車を大量
に生産するため｣に ｢まとまった広大な土地｣3)を求めて挙母町 (現豊田市)の荒地に進出し
たのは1938年秋のことであった｡以来､ トヨタは今日までの半世紀余を経るなかで､世界有数
の巨大企業として成長しながら､少なくとも80年代後半にはいるまで､本社機能も含めて国内
工場や関連企業のほとんどを､愛知県なかんずく西三河地域に集中立地させていたという､あ
る意味で特異な存在であった｡
ちなみに､1981年 (田原工場操業開始後)段階で､ トヨタ自動車をはじめとするグループ13
社､及び主要下請関連企業のうち協豊会 (172杜)､精豊会 (23社)､栄豊会 (27社)に組織さ
れている主要一次メーカーとそれら一次メーカーの協力会に組織されている二次 ･三次協力企
業のうち､技術的に集計可能な423社 (従業員総数45万6141人)をとると､愛知県内の立地工
場数は477工場､従業員数では17万2680人を数えた｡なかでもグループ企業は12杜が愛知県内
法人であり､事業所数で約8割､従業員数で63%が県内立地であった｡また協豊会の鋳鍛 ･プ
レス部会の36社中27社が県内本社法人であり､その従業者の約7割 を雇用している59工場が県
内立地であった｡しかもそれらの県内立地工場の約6割が西三河地区の立地であり約13万人の
従業者がそこで雇用されていたのであり､1980年代にはいるまでは､まさに ｢西三河自動車ベ
ルト地帯｣が形成されていたのである4)0
80年代以降になると､｢ジャスト･イン･タイム｣や ｢カンパン方式｣は､国内外の他企業 ･
他産業の生産方式 ･企業経営に取り入れられて一般的に普及し､｢日本的経営｣の代名詞となっ
た感があるが､しかしその場合でも､ トヨタ企業集団にとってはこのような集中立地による
｢集積の利益｣の最大限の享受という特質が､ トヨタグループをしてその効率性 ･収益性とい
う点で､今日まで他メーカーや他産業の追随を許すことなく､絶対的ともいえる優位性を確保
させてきた基盤なのである｡
ではその ｢集積の利益｣の内実は何か｡第-には､｢カンパン方式｣などの合理化政策を単
に一工場にとどめるのではなく､それがトヨタ自動車を頂点とする企業集団の全工場群にまで
｢地域ぐるみ｣の合理化を徹底させる基盤となっていたことである｡地域では､工場内と同じ
ようにコンピューター管理のもとで指示される ｢カンパン｣に基づいて､工場内のベルトコン
ベアーの速度と同期化された原材料 ･部品等の素材の交通 ･流通が行われ､これによって中間
在庫の削減や輸送コスト低減などの合理化が遂行された｡
第二には､このような工場群の集中立地は､生産活動における効率性のみならず､労務政策 ･
労働力管理の上での効率化の基盤となってきたのである｡ トヨタ企業グループの一大工場群地
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帯の形成は､同時に膨大な企業グループ労働者の集住 ･集積の過程でもあった｡このような労
働者の一定地域内への集住の､企業に取っての意義は､一つは､国外からの激しい経済摩擦や
国内の景気変動にともなう自動車の需要動向に対応して､単なる同一職場内を越えて､工場間
さらにはグループ企業や下請企業間への配転 ･出向･応援といった形での労働者 ･労働力の柔
軟な配置という ｢底なしの流動化｣(日常化している ｢応受援体制｣)の基盤を与えてきたので
あった｡また､労働者にとっても､会社の持ち家制度のもとでせっかく住居を取得したにもか
かわらず転勤による単身赴任､転居といった不安にさらされるといった事から逃れることがで
き､安定性志向のもとでこうした労働力の流動化をさしあたり受容Lやすいものとしていた｡
二つには福利厚生施設､教育研修施設等の一点集中型大規模施設の建設とその効率的活用に
よって､相対的に労務対策コストの節約を可能にしていたことである｡そして､三つには､グ
ループ企業労働者の集住を基礎とした地域ぐるみの生活管理､企業内包摂の基盤を与えたこと
である｡労働者の生活は､職場内だけでなく､地域生活や余暇生活の側面でも､会社行事-の
家族ぐるみの動員などで包摂され､かっ､自治区､町内会活動などの地域社会への参加活動に
も､容易に企業支配の影響力が行使し得るようになった｡そして､その究極の形態が､いうま
でもなく ｢企業ぐるみ選挙｣の基盤になってきたということである｡
さて､以上のような集中立地のメリットは､いわゆる ｢内部経済の集積利益｣と言われるも
のであるが､さらに第三に､これらに劣らぬほど重要なメリットとして､地域や自治体を自ら
の蓄積方式に最も適合的に再編成する基盤が与えられ､地域特性の最大限の活用と地方自治体
の行財政への密着により様々な ｢利益供与｣を受け､それから発生する特別利潤を内部化する
という､いわゆる ｢外部経済の集積利益｣を享受しえたことである｡ トヨタ自動車は､安価で
広大な土地をはじめとする地域資源､｢純朴で質の高い労働力｣､公権力の整備する社会資本等
を利用独占し､自己の蓄積基盤として徹底的に活用 ･再編することによって国際的な大企業体
にまで成長を遂げたのである｡こうした公権力の手による社会資本整備や公共サービス等の
｢外部集積利益｣を､特定の企業体が利用独占し､特別の利潤源とすることは､今日では ｢地
域独占｣あるいは ｢地域独占利潤｣の概念で呼ばれているが､ トヨタ企業体はまさに文字どう
り､徹底した ｢地域独占利潤｣の取得者であった｡以下でやや具体的に､ トヨタ企業集団の強
さの秘密である ｢地域独占｣ ･｢地域支配｣の実態と､逆にそれが地域住民や自治体にどのよ
うな深刻な影響をもたらしてきたかをみてみよう｡
(2) トヨタ企業体の ｢地域独占｣の諸相
まず最初に､ トヨタ企業集団の地域的集積の中で自治体等の行財政によってどの様な ｢直接
的｣な利益供与がなされたのか､紙数がないので簡単に箇条書的に挙げておこう｡
①工場用地造成と土地取得に関わる便宜の提供
トヨタ自動車のみの場合でも､1992年の ｢有価証券報告書｣でみると､本社と15のうちの13
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工場 ･事業所の生産設備の敷地1,385haのはか､積み出しセンター ･部品センター用地 も加え
ると (福利厚生 ･研修施設用地などは除く)､愛知県下に1,586ha以上の用地を有 しているが
(これは愛知県下の工業用地面積の14%､仮に名古屋市域面積と比べればその約 5%に相当)､
そのほとんどが愛知県や関係市町村の斡旋と便宜の提供にもとづいて安価に取得されたもので
ある｡特に60年代後半以降は､愛知県企業局の内陸用地造成や東三河工特地域の臨海用地造成
地区の圧倒的部分はトヨタ･自動車産業用地として提供され､豊田市は云うまでもなく､愛知
県もまた トヨタ企業体の ｢用地課｣といわれるほどであった｡
②交通 ･運輸手段の利用独占
この点では､自動車の輸移出のための名古屋港や衣浦港､東三河港といった港湾施設の利用
独占という問題もあるが (愛知の港湾は輸移入よりも圧倒的に輸出のウエイトが高いが､その
輸出の6割近くが自動車と自動車部品で占められている)､とりわけ､ トヨタ企業集団の集中
立地と関連企業群の階層的編成の媒介手段としての道路網整備の重要性が指摘されねばならな
い｡ トヨタにとって道路は部品をつくる下請け工場と組立工場を結ぶベルトコンベアーであっ
て､これなくしては ｢カンパン｣｢ジャスト･イン･タイム｣に表現される トヨタ式生産方式
があれほど効率よく確立はしなかったであろう｡このことは1979年7月の東名高速道路日本坂
トンネル事故の際に､部品が届かず組立工場の生産がストップした事実ではからずも証明され
たことである｡
かくしてこれまで､豊田市などの地元自治体は云うに及ばず､愛知県等はトヨタ企業集団の
経営 ･工場立地戦略の画期に対応して高道 ･県道等の幹線道路網整備に追われてきた (このな
かには､例えば トヨタの堤工場から発進 し､ トヨタの衣浦港の移出基地を結ぶ文字通りきわめ
て露骨なトヨタ専用産業道路とも云うべき県道もある)｡近くは､ トヨタの田原工場の操業に
対応して､愛知県が110億円余もかけて東名高速道路音羽インターと音羽インター有料道路の
建設､さらに三河港大橋の建設等 (これで豊橋一田原間がそれまでの45分から15分に短縮)の
直接的な利益供与も行われている (図1参照)0
図 1 愛知における工場配置と道路体系の性格
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③労働力の調達 ･｢再生産｣と行財政
アッセンブリ一産業としての自動車産業の地域的集積は､同時に膨大な労働力の吸引と人口
増-都市化を伴っていた｡従って､こうした企業の労働力の調達と定着 ･｢再生産｣に関わる
負担は､地元自治体にとっては教育や生活環境 ･都市施設整備等の緊急の行政課題となって現
れるが､同時に､企業体にとっても労働力再生産に関わる経費の負担如何は直接的な蓄積基盤
整備の条件に他ならない｡かくして､｢企業城下町｣･豊田等の地元自治体の教育や生活環境整
備等の各種の行政は､不可避的にトヨタ企業体の経営戦略と労務対策､企業内福利厚生条件整
備の施策と密接かつ不可分な関連をもたされてきた｡最も露骨な場合には､本来､個別企業の
固有業務に関わる活動までも行政が担うと云ったことが行われてきた0
そうしたトヨタ企業体へのより直接的な蓄積基盤整備となりその支援を行った特徴的な行政
サービスとして､一つはトヨタ企業体の労務対策との融合あるいは相互補完と云った問題を挙
げることができる｡具体的には､豊田市はトヨタの採用課とタイアップして､市長を始めとす
る市の幹部や市会議員が全国各地に出かけ求人活動を行って労働力調達の先兵となってきたこ
とである｡そして､二つには住宅対策である｡ トヨタとそのグループ･下請け企業群の急成長
にともなう地域外からの急激な労働力の流入は､まず何よりも住宅問題を深刻化させた｡この
ため本来は都市づくりの基本であり､公的施策の計画性 ･先導性が強く求められる住宅政策ひ
いては都市計画が､この地域では60年代から70年代を通して､ トヨタ自動車の工場配置戦略と
住宅政策 (社宅 ･寮の配置､その後の ｢持ち家政策｣等)を中心にして､それを県 ･市等の自
治体の都市 ･住宅政策､団地造成計画等が補完 ･支援する形で動員されたのである｡
もう一つ最近の例を挙げれば､自動車産業労働者の集積がこの地域を地方出身の若年男子労
働者の多い街にし､都市人口の性別構成 ･年齢構成にある ｢歪み｣をもたらした結果､結婚相
手に恵まれぬ適齢期の未婚男性の増大が社会問題化している｡このため､ トヨタ企業体の重要
な一翼を担っている ｢トヨタ生協｣のみ.ならず､豊田市までもが結婚斡旋行政に乗り出したり､
新婚者賃貸住宅の建設などまで行うという笑えぬ事態も生まれているのである｡
④豊田市の町村合併と広域行政
さていずれにせよ､自治体によるトヨタ企業集団 ･自動車産業に対する直接的な ｢利益供与｣
は､この他ここでは触れなかった工場誘致条例による奨励金交付や工業用水道 ･鉄道等の生産
基盤整備､あるいは､由緒ある ｢挙母｣の市名を宣伝効果のために一企業の創業者の名前に変
えるという市名変更問題といったことを含めて多面にわったているが､どうしても敵視出来な
いこととして､こうしたトヨタ企業体の ｢地域独占｣の過程のメダルの裏側の問題でもある豊
田市の町村合併による広域行政の問題が指摘されねばならない｡
町村合併による豊田市域の変遷は<図2>の通りであるが､その性格には三つの異なった流
れがあった｡一つは1953年の町村合併促進法による国の行財政合理化政策にもとづくもので､
高橋村の合併がそれにあたる｡これに対し詳論は省くが､上郷地区と高岡地区の合併は､ トヨ
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夕日工の工場進出にともない､行財
政の一体化と直接的な立地基盤整備
という ｢利益供与｣を自治体に求め
たトヨタの意向を背景にして､ トヨ
タ企業体あげての運動によるもので
あった｡他方､その後の猿投町と松
平町の合併は､豊田市の理事者や ト
ヨタ系市議を中心とする市議会主流
派は消極的であったが､一大政争と
なった ｢挙母市｣からの市名変更問
題 (1958-59年)以来､一貫 して市
政批判の立場にたった市議会反主流
派 (旧挙母町を基盤とする議員が多
く､彼らは上郷 ･高岡の合併で市政
運営が専ら南部地区の開発に向かい､
市の中心地が移動することへの危機 図2 合併による豊田市域の変遷
感を持っていた)に対し､当時のトヨタの総務部次長出身の市長とトヨタ系市議らが政治的妥
協を図ろうとした結果進められたという性格を色濃く持っていた｡
いずれにせよこうした合併政策の結果､豊田市は28,969haの市域という県下第二位の広さ
(現在の名古屋市の約9割に相当)をもっ都市となった｡だが､このような企業支配のもとで
の広域行政化による都市形成が､後に触れるような様々な課題を残すこととなったのである｡
(3) トヨタ企業体の ｢地域支配｣の現実と特質
さて今日まで､ トヨタ企業体はこれまで述べてきたような自らの ｢地域独占｣を円滑に持続
させ､他方ではそのインパクトから地域 ･自治体にはらまれる緊張と諸矛盾の顕在化に対処し
封じ込めるために､周到な ｢地域支配｣のメカニズムを形成してきた｡以下､その実態と特質
とを概括しておこう｡
① トヨタ企業体の市政支配
戦後日本の高度成長期を経るなかで､各地で一般的にみられるようになった大企業の地域支
配のもっとも重要な方法は､自治体の地方自治の諸機構を通しての､地方政治への直接的な参
画 ･介入である｡
トヨタ企業体の場合には､自己の利益代表者を積極的に地方政治の過程に送り込み始めた歴
史は古く､1950年代にまでさかのぼる｡すなわちまず地元の豊田市政に即して言えば､ トヨタ
日工は51年の地方選挙で部課長5名を含む8名の出身議員を挙母市議会に送り込み､さらに
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下請け企業関係出身議員を含めると30議席中11議席を占めて市政の支配権を確立するが､それ
以来今日まで豊田市におけるトヨタ企業体の市政支配が一貫して続いている｡とは云えそれに
も画期があり､今日まではば四段階はどの時期区分をすることが出来るように思われる｡
第一段階は1951-64年で､ トヨタの蓄積体制の基礎確立のため､59年に日本初の本格的量産
工場である元町工場の操業を開始し､さらに広域的な工場配置を展望していた段階に対応して
いる｡ この期の挙母市議会の三分の一の勢力を基盤にしたトヨタの市政支配のもっとも象徴的
なェベントが､58年の挙母市から豊田市への市名変更問題であるが､一方で､その後その後遺
症による一定の ｢政争｣が展開され､企業支配に対する市民批判の強まりのなかで､ トヨタ系
市議数の一定の後退 (相当期間4､5名)と保守系市議内の反主流派 (｢民主クラブ｣)の形成
や共産党､市政研究会などの本格的なトヨタ･保守市政批判派の登場が見られ､ トヨタ追随の
市政に対する明確な批判派が､逆に議会勢力の三分の一に達するといった展開を見る段階であ
る｡
第二段階は､64年の市長選挙で自社の従業員 (総務部次長)を市長に送り込んで､三期12年
にわたり直接的な ｢都市経営｣にあたった段階であり､先の市名変更問題の後遺症による ｢政
争｣に一定の決着をっけ､町村合併問題を解決し今日の豊田市域レベルでの地域支配を確立さ
せる時期である｡すなわち､この市長の実現を機にトヨタ系市議のイニシャチブのもとで反主
流派の ｢民主クラブ｣の解散を条件に､主流 ･反主流の大同団結が実現され (今日ではこのト
ヨタ系市議と､他の自民系列下の保守系市議らが連合して ｢恩政クラブ｣を結成しており､ ト
ヨタ批判派はごく少数､ないし消滅という状況が続いている)､以後､市議会役職ポストの配
分等を始め市政運営上の政治的妥協が図られる｡
折しもこの時期以降のトヨタ直系市長の在任期間は､豊田地区においてトヨタ企業集団が相
次ぐ工場新設 ･拡張を行い､膨大な労働力雇用を行ったことに対応して､産業基盤整備ととも
に爆発的な人口増加にみまわれ､さらに相次いで町村合併も行われて都市施設整備に追いまく
られるまさに激動期であった｡従ってトヨタ系の市長と市議らは､こうした企業集団の発展と
それにともなう地域社会の課題の画期に対応しながら､町村合併問題などの節目ごとに自らの
企業体やグループ内労働者の利益代表として積極的に市政運営を リー ドした｡
なお､ トヨタ企業体はたんに地元の豊田地域にとどまらず､60年代後半からその外延的拡大
に対応して､愛知県議会 (67年以降)や国会 (66年衆院選以降)にも自らの代表を送り込んで
いる｡
第三の段階は､豊田･三好地区等でのトヨタの工場増設が一段落して､改めて長期的 ･計画
的な都市づくりを展望するようになった段階である｡この段階はトヨタが社会的責任の自覚宣
言を出し (73年)､そしてトヨタ系市長からそれまで一貫して都市計画畑を歩んできた市役所
生え抜きの助役にその後の市政のバトンタッチがなされ (76年2月市長選)､かっ 『第三次豊
田市総合計画』の策定 (76年3月)がなされた時点から始まる｡かくしてこれ以降の特徴は卜
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ヨタ企業体の露骨な市政支配は後景にしりぞくが､71年市議選以降､それまで4名ほどに抑制
していた出身議員数を8名に倍増させるなどを背景に､今日まで極めて安定した トー タルな地
域社会管理を行ってきている｡
だがしかし､80年代後半に入って､ トヨタ企業集団の本格的な ｢国際化｣が開始されるとと
もに､ トヨタ企業体はふたたびその直接的な地域対策を強化し始め､今日その市政支配は第四
の段階を迎えているのではないか､といったいくつかの兆候が見られる｡その一つは､87年市
議会選挙で現職7名から､新たに新人を加えて本来の実力に相応した10名へとトヨタ系市議を
増やしたことである｡その一方､市政 ･トヨタ批判派はこれと反比例して減少し､特に91年の
市議選ではついに最下位当選の女性社会党市議一人のみとなっている (この他公明の3名を別
とすれば､40名定数のうち36名が トヨタ系 ･自民系連合の ｢思政クラブ｣)｡しかもそれだけで
なく､ トヨタ企業体は63年の市議選以来､部課長クラスの幹部職員を立候補させず､ トヨタ労
組の純組合員 (最近の事例では後述する地域組織 ｢ゆたか会｣の副会長クラス)を擁立する方
針に転換していたが､この時から再び本社総務部の次長待遇の幹部職員を擁立し､以後､ トヨ
タ系市議のリーダー的役割を果たさせている (ちまたでは､この市議は将来の市長候補との噂
もささやかれている)0
二つには､ トヨタ企業体は翌88年の市長選でかって トヨタ直系市長からバトンタッチを受け
たN市長の四選阻止にまわり (その水面下の動きは必ずしも分かり易いものではなかったが､
その随所にトヨタ企業体の明白な意志を感じさせる動きがあった)､同じく助役出身のK市長
を新しく登場させた.N市長はその三期12年の在職中､--ドな都市施設建設に力を注いだが､
次第にその ｢ワンマン｣ぶりがささやかれるようになり､また絶えず黒いウワサがっきまとっ
ていた｡これに対し､現在のK市長に変わるとともに--ド面もさることながら､文化や国際
交流といったソフトな施策も強調され､91年には ｢やさしさ､みどり､はつらつ未来｣を合言
葉に ｢産業文化交流都市｣をかかげた 『豊田市21世紀未来計画』(第5次総合計画)等が策定
された｡更に､92年には建設省からの天下りの助役を置くということを初めて実現している｡
三つには､90年2月には本社総務部に､地方行政や経済諸団体との相談窓口として企画室を
設置し地域政策を変化させてきているといわれている｡これとともに官製の ｢豊田おいでんま
つり｣への企業ぐるみの初参加や､市のイベントへの人的参加等､地域へのきめ細かい関与を
始めている｡
いずれにせよこうした動向が意味することは現段階ではまだ定かではないが､自動車産業の
成熟化 ･低成長が言われるようになり､また海外生産の本格化を迎えた今日､｢経済の空洞化｣
といったことに対する企業城下町の動揺や矛盾の爆発に今から先取り的に備え始めたのではな
かろうかと思われる｡
②地域住民 ｢運動｣の組織化
地方政治への直接的な参画 ･介入というトヨタ企業体の地域支配の方法と密接に関連して､
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かっそれを補強する基盤となってきたのが､ トヨタ労組や､｢ゆたか会｣(その前身である給与
者連合会)､｢トヨタ生協｣といった独自につくられた地域組織が一体となった地域活動であっ
た｡
なかでも､1970年代に入って､西三河一帯に組織された ｢ゆたか会｣はトヨタの自動車関連
企業と労組が一体となって､従来､企業公認の ｢住民運動｣組織とでも言える ｢給連｣(先の
市名変更問題や町村合併問題の際に下からの推進運動を展開し､また63年以降は政治団体とし
て各種の選挙でのトヨタ出身議員の支援母体として選挙運動を行うようになっていた)を発展
的に解消して､<図3>に見るようにトヨタ企業集団の立地する11地域に各々独立した組織を
結成し公称20万人を組織した ｢住民運動｣組織である｡このうち73年に結成された ｢豊田ゆた
か会｣を例にとれば､その組織は､地区 (町村合併前の旧町単位)- 支部 (中学校区単位)
(1) ｢ゆたか会｣会則
新しい地域組織ゆたか会会則
目的 この会は会員相互の親睦をはかり､組織内議員の後援と明るい快適な市民生活のできる､より
よい地域づくりを目的とする｡
活動 この会は目的達成のため座談会､講演会､各級議会報告､世話活動､住民要望の把握､要請活
動､リクレーション活動､刊行物の発行などの活動を行う｡
会員 この会は西三河に在住する住民で､この会の主旨に賛同する人でもって構成する｡
役員 この会は会員中より若干名の役員をえらび運営する｡役員の任期は1年とし､会員中より選出
する｡
会計 この会の運営は､会員の家族単位一戸当り､年額300円の会費および賛助金などをもってまか
なう｡
(結成初年度の昭和49年8月までについては､会費は徴収しない)
三好ゆたか会
知立ゆたか会
刈谷ゆたか会
安城ゆたか会
高浜ゆたか会
碧南ゆたか会
図3 ｢ゆたか会｣の組織と活動
(資料)『豊田市史』第9巻 (現代資料編)､647頁
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- 分会 (小学校区に1-5)-
一班 (小字の単位で30戸ほどの世
帯を包括)からなり､その役員機
構は<図4>の様になっていた｡
そしてこの企業と労組のオールト
ヨタが一体となった ｢住民組織｣
結成の狙いは､当時､一つに住民
運動を ｢陳情｣の範囲にとどめ､
｢交渉｣へと発展することを抑え
ること､二つには革新政党の議員
の進出を抑え､民社 ･自民連合を
強める選挙活動を行うことにある
と言われたが､その後の事態はま
さにその通りに進行し､ トヨタ企
業体の ｢企業ぐるみ選挙｣の基盤
となってきたのである｡
さてもうーっ､ トヨタ企業体の
地域活動組織として注目しておく
必要があるのは ｢トヨタ生協｣で
ある｡詳しくは触れないが､｢卜
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図4 ｢ゆたか会｣役員機構
(資料)青木慧 『トヨタの実像』汐文社､1978年､195頁より
ヨタ生協｣はトヨタ日工の職域生協から､今日では組合員の半数以上はトヨタの従業員以外で
占められているという ｢居住職域生協｣として発展し､その事業内容ら "ゆりかごから墓場'
までといわれる範囲に及び､かっ日本有数の供給高を誇るまでに成長している (92年現在､組
合員22万人､供給高668億円)｡
特に注目されるのは地域における ｢家庭会｣組織であり､共同購入や商品モニターなどの活
動を強め､地域の消費者運動の先取り･包摂をおこなっている｡かくして､トヨタ企業体はハー
ドなものからソフトなものまで二重､三重の ｢住民運動｣組織の網の目を地域の中に張りめぐ
らし､その地域支配のテコとしているのである｡
2-2 ｢日本型企業社会｣の原型としての ｢トヨタと豊田｣
(1) トヨタ生産方式とトヨタ企業集団の集中立地の社会的損失論
さて､これまでみたようにトヨタ生産システムは､単なる企業内の合理化にとどまらず､そ
の企業グループの地域空間的な集中立地 (｢地域独占｣による地域ぐるみの合理化)に基礎づ
グローバル化のもとで企業と地域(遠藤) 35
けられてこそ最もよく効率性を達成するシステムであった｡だが逆に､ トヨタにとってのこの
様な形での効率性の追求は､地域 ･自治体や住民生活の面からみると､決して企業の負担 ･コ
ストとして ｢内部化｣されない､様々な犠牲と負担 (いわゆる ｢社会的損失｣)を地域や住民
に生み出してきた｡以下に最近 トピックとなったものなどを含め幾っかの事例を挙げておこう｡
①カンパン方式の社会的損失
その一つは､カンパン方式にもとづいた部品納入システムが､下請け部品メーカーに自動車
による頻繁な配送を求めることになり､その結果､物流コストの上昇や､交通渋滞､排ガスな
どによる環境悪化に深刻な影響を与えていることが問題になっている｡例えばトヨタの場合､
愛知に集中している12工場に部品を納入している企業は約250杜､ トラックで1日約三千台
だが､孫請け以下の中小 ･零細企業となると数万祉にのぼるといわれ､これらが公共部門によっ
て整備された道路網をベルト･コンベアーとして利用していることになる｡このため､運輸省
や通産省からカンパン方式の見直しを､自動車工業界や部品業界に要請する方針が出され､ ト
ヨタ自体も部品輸送方式改善の検討を迫られている5)0
② ｢トヨタ･カレンダー｣の社会的損失
二つには､｢リーン (ゼイ肉をそぎ落とした)生産｣の本家らしいトヨタのあり方を典型的
に示している､｢トヨタ･カレンダー｣の与える社会的損失がある｡すなわち､景気動向等に
対応しての､極めて ｢流動的｣なトヨタ自動車の年間稼働日数 ･時間帯､あるいは休日配置等
(そのメダルの裏は労組の対抗力のなさということだが)によって､下請け企業 ･労働者の生
活と労働のサイクルが規定され､かっ商店の営業日や学校行事､PTAの日取りまで規定され､
トヨタ･自動車産業に関係ない地域住民の市民生活に多大な負担を課すという問題である｡そ
のもっとも象徴的な出来事が､87年夏に円高対策の一環として､ トヨタが約五億円の電力料金
の節約を狙って (この期のトヨタの申告所得5,776億円と比べよ)実施 した土 ･日曜日出勤と
平日への休日振替という変則勤務体制であった｡この時､地元の豊田市は云うまでもなく､隣
の刈谷 ･知立等も含む広域にわったって､下請けやスーパー･商店街の営業体制､バスダイヤ
の変更等を始め､地域が大混乱を起こして､住民の家族生活や地域社会の分断という深刻な影
響がおきた｡さすがこの試みは､地域住民や県議会等で猛烈な批判を受けたため､この年だけ
で取りやめられたが､大なり小なりこの種の ｢トヨタ･カレンダー｣の影響は今日でも様々に
起きている｡
③都市化の ｢豊田｣的特質と都市問題 (表 1参照)
豊田市の人口は､ トヨタ日工の労働力吸引が地元雇用の枠を越えた59年 (元町工場操業)以
降急速な増加に転じ130年足らずのうちに三倍も増加して､84年に三十万都市となった｡この
全国的にも類例を見ない人口急増は､当然のことながら人口動態のプロセス･質的変化 (時期
別､年齢別､性別､流入労働力のライフサイクルの変化等)に対応した膨大な都市施設整備､
都市サービス-の行財政需要をもたらし､様々な都市問題 ･生活困難を生まずにはおかない｡
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表 1 豊田市における教育施設､公営住宅等整備の経緯
年次 現 在 市 域 教育施設等新設 公営住宅等建設 トヨタ自動車の新工場稼動
人 口 保育園幼稚園小学校中学校 市営.県 営 公団.その他 (豊田､三好地区)
1960 104,529人 1 1 123 1 290戸 戸35220201649178 元町工場操業 (159ha､5,700人)
19612345 109,0271298320197398367 286537241 (1959年)上郷工場操業 (87ha､3,400人)
678971234589 460875 6869103824949 32 151 528337 6127 28733074 324 32 41802535126518477694 高岡 37 3三好 ≪3ha､1,80人)堤工場操業 (93ha､6,400人)明知 5 2下山 41貞宝 29広瀬 6
(出典)豊田市､愛知県資料より作成
(資料)松村武 ｢企業城下町における自治体行政と企業との関係｣
岩崎忠夫編 『自治行政と企業』(ぎょうせい)1993年所収
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図5 住宅団地立地からみた市街化の過程
(資料)佐藤圭二 ｢単一巨大企業の成長が都市化過程に与える影響｣(1980年第15回日本
都市計画学会学術研究発表会)､より作成
とりわけ､この人口増加のパターンを地域別にみると､ トヨタ日工の立地 ･経営戦略､労務政
慕 (寮 ･社宅 ･｢持ち家促進｣政策等)､さらには先に触れた地域支配のあり様の画期に対応し
て特徴的なパターンを見せている｡
紙数がないのでそのプロセスの詳論は省くが､1958年時点と79年時点との､豊田市域での住
宅立地から見た市街化の状況を対比した<図5>をみると､トヨタの工場の立地している挙母 ･
上郷 ･高岡地区 (南部地区)ではトヨタの給与住宅が大量建設されて､工住近接的市街地が形
成されてきたのに対し､高橋 ･猿投地区 (北部地区)では､公営住宅､｢トヨタ住宅｣(トヨタ
が従業員の持ち家促進のために設立した子会社)の分譲地､民間区画整理事業､公団団地など
の開発が行われてきた｡すなわち､ トヨタ･自動車産業の男子労働者の流入､その後の結婚と
ライフステージの変化､企業の所帯用住宅 ･公営住宅建設及びトヨタの持ち家奨励制による住
宅需要増加の中で､安い土地を求める開発で人口増地区が周辺農村部に拡大 ･分散して行き､
そこに新たな宅地造成-市街地形成が行われたのである｡ただ30万都市とはいえ､町村合併で
200万都市名古屋の9割に相当する市域面積を有する地域内での､小集団住宅地建設による新
しい市街地形成がなされたため､豊田市は ｢分散的低密度市街化｣型と特徴づけられる都市構
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造が形成されることとなった｡ちなみに､豊田の人口密度は県下市部平均と比べて二分の一ほ
どの水準にすぎず､また､市域内でも､松平 ･猿投地区のように過疎地なみの低密の地区があ
り､地域内アンバランスもきわめて著しい｡
さて､ トヨタ企業集団の展開による急速な人口膨張と構造変化､人口の地域的分散化にとも
なう超低密スプロールの都市構造の形成が､云うまでもなく様々な社会的損失-都市間題を生
み､市の行政に幾多の課題を突きっけ､後に触れる特徴的な財政構造をもたらしてきた｡市の
行財政運営は､まず住宅対策に追われ始め､そして極めて切迫した住宅事情の故に個数を優先
した無秩序な市街地形成がすすみ､さらに緊急の公共施設整備 (最初は道路､水道等､続いて
保育所 ･義務教育施設等)に追いまくられた｡豊田市当局の話でも､70年代後半にはいるまで
は､計画的な都市計画行政や将来展望を考えるゆとりは､全くと言ってよいはどなっかたとい
う ｡
こうして､上水道 ･ゴミ処理 ･し尿処理施設といった緊急かっ不可欠な施策が一段落した後､
70年代から80年代前半にかけて都市公園や､公民館 ･集会所等の社会教育施設整備が重点的に
行われるようになり (若年労働力人口の定着対策や､新 ･旧住民間のフリクションの融和対慕
等の意義を持っ)､また ｢みどり｣や ｢文化｣と云ったことが､行政当局によって語 られるよ
うになっている｡
だがしかし､こうした都市基盤整備の一方で､豊田の都市化や都市構造に規定されて､今日
でもなお､立ち後れている事業や新しく問題化してきている課題も多い ｡例えば､その一つは
低密スプロールの都市のため､豊田での通勤や買物等の日常生活は､マイカーを持たないとき
わめて不便な街であり､単に自動車産業の街である理由以上に世帯当り自動車の保有比率が高
く､一世帯当り台数は2台をこえている｡そのため､中心市街地での交通マヒ･駐車場不足等
の問題は今も常態化しており､さらには交通事故多発地区という汚名も受けていて､道路整備
や橋梁建設に多大の投資を続けている｡二つには､それなりの整備が図られながら､なお今日､
立ち後れの目立っのは､下水道整備や医療施設 ･サービスの水準である｡特に下水道整備は､
スプロール化した都市構造のため極めて効率の悪い投資をしなければならない｡このため､二
年毎に実施される豊田市の ｢市民意識調査｣でも､生活利便施設や行政への要望としては､常
に下水道施設整備､公共交通や交通安全施設､病院 ･診療所等の充実といった項目が上位を占
めている｡
この他､豊田市では84年の ｢そごうデパート｣の豊田駅前誘致決定を機に､ようやく都心整
備に着手したが､その他の駅前開発を含め､三十万都市にふさわしい ｢都市の顔｣あるいは
｢コア｣の形成が始まっているが､その成否もなお定かではない｡その一方で､住民のライフ
ステージの一巡で､今日､過剰になり始めた都市施設の維持 ･運営という新たな課題も登場し
ている｡例えば､76年をピークにして始まった､地域的なアンバランスをともなった乳 ･幼児
の減少のため､89年には公 ･私立を含めての保育園 ･幼稚園の維持運営にどの様に対応するか
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が大きな問題となった (これは今後さらに小学校､続いて中学校という順に波及する)｡さら
に､現段階では､松平地区などの低人口密度地域について､過疎と高齢化といった問題への対
応が局地的に迫られているに過ぎないが､｢若者の街｣豊田は､21世紀にはその都市形成の特
異性から､一挙に急激な高齢化のコスト(老人や傷害者に優しい都市構造への改造や高齢者福
祉等)の負担を迫られることになろう｡こうして､企業城下町 ･豊田は､今まではもとより､
今後も膨大な社会的コストの負担が必要なのである｡
(2)自動車産業依存の財政構造と ｢地方自治｣
① ｢富裕な｣財政の実像
トヨタ･自動車産業の立地する豊田市やその他の市町､あるいは愛知県等の財政はこれまで
抜群の ｢健全さ｣を誇ってきた｡例えば､豊田市の財政力指数は､80年代を通して悪いときで
も1.7､良いときには2.0を越えており､何回となく全国一位を記録してきた｡一般財源比率で
も絶えず6-7割で推移し､自主財源比率では7-8割を前後してきた｡自治体の貯金である
基金積み立ては､財政調整基金を始めとする ｢基金｣と定額運用基金を合わせると､一時628
億円にのぼり (1992年4月現在)､圧倒的な ｢富裕さ｣を誇示してきた｡
さらにまた､支出構造の特質からみると､豊田市はこれまで一貫して ｢建設行政都市｣であっ
た｡普通建設事業費の普通会計に占める割合は､絶えず50%以上を記録していたトヨタの工場
増設 ･拡大期 (70年代まで)ほどではないにせよ､80年代でもほとんど4割台以上 (2か年間
はど34%台はあるが､最近では90年に48%弱の最高水準)であり､また､目的別分類の土木費
の比重を同じく80年代についてみれば､歳出全体のほぼ三分の一を占めており (89年の41.3%
が最高.､85年の28.4が最低)､しかもそうした投資的経費の支出が圧倒的に単独事業として行
われていることも特徴の一つであった｡いずれにせよこうした支出構造は80年代の市町村財政
の一般的傾向と比べると際だった特質をなす｡だが､注意を要することは､先に述べた文脈か
らいえば､豊田市の場合､60年代から今日まで一貫して市財政規模の4割から半分以上にも相
当するほどの投資的経費をつぎ込んできたにもかかわらず､その人口増大や都市構造の変化に
起因する潜在的財政需要から見ると､なお相対的に不足していたと言うことである｡このこと
は､我々に改めて､財政の外形的 ｢富裕さ｣とは何かを問いかけているといって良い｡
②企業依存財政と ｢財政自主権｣
さて､愛知県や県下の諸都市全体の財政の特徴の一つは､歳入構成に占める地方税の比重が
全国の他の地方自治体と比べると相対的に高いことであった｡愛知県の場合､80年代後半では
歳入に占める地方税の比重は60%を越えており (全国府県平均のほぼ2倍)､また豊田市の場
合は6-7割にもなっている｡そして､改めて云うまでもなくこの特徴は､ トヨタ･自動車産
業の集中立地に依存したものであった｡愛知県財政の場合､70年代の後半以降今日まで､法人
事業税収全体の約五分の-前後は輸送機械が占めてきた (バブルが弾けて長期不況にはいる90
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年代初頭までの十年間程でみると､最高は85年の28.5%､最低は91年の15.9%)｡また名古屋
国税局管内の88年の法人申告所得のうち､ トヨタグループ30社の占める比率が36.2%､また､
89年にはトヨタ一社だけで21.6%を占めたというから6)､従来までの県の法人二税 (愛知の場
合､これが歳入全体に占める比率は3割前後)におけるトヨタ･自動車産業への依存度は容易
に推定出来よう｡
一方､豊田市の場合は､｢守秘義務｣の壁のため最近の資料はないが､60年代後半から70年
代半ばのデータでみると､ トヨタ自動車一社の納める全ての税の比重が､市税収入全体の5割
以上､市の歳入全体の3-4割というものであったから､ トヨタ企業集団への市財政の依存は
想像を絶するものであろう｡
さて､以上から明らかなように豊田市や愛知県財政は､国との関係でみた場合には､その財
政体質は相対的に ｢自主性｣が高かかったが､大企業との関係では ｢依存性｣が強いのである｡
では､こうした企業依存の財政構造の問題点は何か｡一つは､既に詳しく述べたので､詳論
はしないが､財政が企業奉仕のためにその経営戟略に対応しながら動員されることである｡も
う一つは､企業の業績に左右されるというきわめて不安定な体質を持っことである｡愛知県や
豊田市の財政当局の､予算編成に際しての第一の仕事はトヨタ･自動車産業の業績分析から始
められる｡とりわけ､今日の平成不況の中では､自動車産業の ｢成熟化｣ともからんで､ トヨ
タの収益悪化が自治体財政に深刻なインパクトを与え始めているのである｡ちなみに､地元の
地域新聞 『新三河タイムス』(93年8月29日付け)によると､90年にトヨタが豊田市に納めた
法人市民税は220億円であったが､93年には86億円に激減しており､94年度には60億円を割る
という容易ならざる事態になっているのである｡企業業績依存の財政の不安定性は､市町村財
政の場合はまだ固定資産税などの安定財源で緩和されるが､法人二税への依存度の高い愛知県
財政の減収と不安定化はより深刻であり､愛知県は93年度から10年ぶりに地方交付税の ｢交付
団体｣に転落した｡
③行政に浸透する ｢企業の論理｣
企業城下町の自治体では､企業の ｢減量経営｣や合理化の論理が､それとは異質の公共性の
論理を問題とすべき行財政運営にストレートに持ち込まれ､自治体の合理化と行政サービス供
給に対して企業の論理 (収益性等)が持ち込まれて来るという大問題がある｡周知のように､
80年代のわが国では､臨調 ｢行革｣が推進され､自治体 ･公務労働者に対して ｢地方行革｣の
嵐が襲った｡しかし､ トヨタ･自動車産業の企業主義的体質の強い愛知という地域の場合には､
国の上からの統制を受けるまでもなく､｢行革先進県｣といわれるほど､もともと行政の効率
化に熱心であり､早くから ｢地方行革｣の先取りが行われてきたが､その推進勢力の一翼を担っ
たのは大企業体自身である｡その典型例を豊田市に即して見てみよう0
第一に､1981年から年末にかけて全国的にも注目をあびた豊田市の市の職員の給与 ･退職金
引き下げ問題がある｡これは市議会で トヨタ系の議員らが､｢職員給料は全国第15位の高水準
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で地域の自動車産業の労働者より高い｣という､執劫な攻撃を加えたことから始まったもので
あるが､その背景には､当時､ トヨタ企業体が極端な ｢減量経営｣を進めていたという事情が
ある｡このため､給与引き下げの論理は､ラスパイレス指数による国家公務員との比較にとど
まらず､ トヨタを頂点とする企業グループの賃金 ･労働条件の格差構造との関連で､それとの
バランスが問題にされたのである｡
第二には､職員提案活動､自治体QC運動､小集団活動の導入である｡ こうした提案は､国
の ｢地方行革｣で全国的に普及させられたが､豊田市でのQC運動を軸にした小集団活動は､
それに先だってこれもトヨタ系市議らの圧力をうけて82年度から導入されたものである｡その
目的は､活力のある職場づくり､職員の資質の向上､仕事の改善と改善意識の高揚という三つ
があげられ､｢小集団活動は､自分たちの力で､品質､能率､コスト､安全､モラル､モラー
ル､環境といった職場の身近なことで､ "ムリ･ムラ･ムダ"になっていることを､全員で考
え､改善して行 く活動｣(豊田市職場研修専門委員会 『小集団活動の手引』参照) という意義
が与えられている7)｡
この他､豊田市ではこれも早 くから事務事業の ｢民間委託｣が積極的に推進されてきた｡か
くして､ここでは行財政全体を通 して ｢企業の論理｣･｢企業化｣が貫徹するとともに､｢住民
自治｣の名のもとに ｢企業自治｣がまかり通っているといってもよい｡
(3) トヨタ企業体の地域管理力
さて､ トヨタ企業集団の地域での拡大 ･膨張期が一段落すると､ トヨタは70年代初頭の企業
の ｢社会的責任｣宣言 (その象徴としての73年の ｢トヨタ自動車に従事するものへ｣という社
長メッセージ)等を契機に､ トヨタ財団の設立 (74年)や地域や自治体への寄付金など､その
高収益の ｢社会還元｣政策も積極的に推進し始めることとなった｡そして､表面的には､ひと
頃の トヨタ企業体の市政支配をはじめとする露骨な地域支配力の行使は､後景に退いたかのよ
うにみえる｡ だがしかし､現実には､既にみた トヨタ企業体の市政支配力は言うに及ばず､従
業員の家庭や地域での ｢生活管理｣を基礎として､地域住民の家庭生活や教育 ･文化 ･社会生
活など､地域社会の全領域にわたり地域生活 ･社会管理のメカニズムを形成 し､なおも隠然た
る地域支配力を保持していることにいささかの変化もない｡
ちなみに､こうしたトヨタ企業体の､隠然たる地域支配の恐るべき力を示すェピソードの一
例として､1985年の豊田市における事業所税導入の一年延期事件をあげることが出来よう｡ 周
知のように､事業所税は都市対策のための目的税として､事業所そのものに課される地方税で
あり､30万人以上の都市 (当時の基準で)になると課税できる特別税である｡ 豊田市は85年 3
月には人口が30万人を越すとみて､新年度から25億円の税収を期待してその準備を進めていた｡
しかし､奇怪なことに､例年だと700-800人の人口の転入増があるはずなのに､85年3月はわ
ずか50人の転入にとどまったため､市の人口はついに30万人に届かず､結局､市は新年度から
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の新税の導入を断念することになった｡ところが4月にはいると､最初のわずか3日間で住民
基本台帳の人口は868人増加し､30万人を越えるのである｡ 当時の新聞はこれを､事業所税の
節約のため ｢企業の作戦勝ち?｣として報じている8)｡ しかしこの事件ほど､ トヨタ企業体の
地域支配の恐るべき力を物語ってはいないだろうか｡必要があれば､人口数の管理まで行い､
公権力の課税権までも無効にしてしまうのである｡
2-3 小括- ｢世界の トヨタ｣への途上のもとで
ところで､ トヨタ自動車とそのグループ企業はここ10数年の間に､豊田 ･西三河地域から新
たな立地展開を見せたことは周知の事実である｡それは先ず70年代後半から80年代にかけての
田原工場の操業の本格化にともなう東三河地域への進出 (トヨタ･自動車産業の愛知での ｢全
県化｣)やグループ企業等の岐阜 ･三重等の東海地域周辺への ｢浸出｣､80年代後半の北米を始
めとする海外への工場進出 (本格的な ｢国際化｣)､そして90年代に入っての九州､北海道､宮
城等への工場建設の開始ないし計画化 (トヨタグループのいわゆる ｢全国化｣) という経緯を
たどる｡
ただ､こうした新たなトヨタ企業集団の立地展開も､ トヨタ自動車にとってみれば､国際的
な貿易摩擦と円高 (輸出採算の低下)のインパクトに強制された ｢国際化｣段階､そして用地
難や労働力不足問題を契機とする (｢3K｣職場のイメージの広がり､新規学卒者採用の定員
割れ現象等)｢全国化｣段階の選択は､その高収益性の基礎であるトヨタ生産システムの徹底
という視点からみれば､制約要因にこそなれ必ずしも積極的な意味でのメリットを期待し得る
ものではなかったといってよい｡従って､これも既に周知のごとくトヨタの海外進出の本格化
は､日本の自動車メーカーのなかで最も遅かったし､さらに北米への工場立地やグループ企業
の海外展開やそこでの部品調達の経験を教訓として､改めて国内遠隔地での工場立地 (｢全国
化｣)という展開が可能になったのである9)｡
ではいったい今日まで､ トヨタ企業集団にとってこのような経営戦略 ･立地展開の上で､西
三河 ･東三河の ｢企業城下県 ･圏｣の存在は､いったいどの様な意味を持っものに変化していっ
たのか｡特に､80年代以降の ｢国際化｣の中で､｢企業と地域｣の関係に何か変容があったで
あろうか｡逆にまた地元からみたとき､ トヨタのこうした選択で地域経済はどの様な影響を受
けてきたであろうか｡この点で､地元の地域 ･自治体ではトヨタの新たな立地戦略の展開の度
に､地域産業の ｢空洞化｣がささやかれそして恐れられてきたが､結果的には､1980年代を通
じてそのような事態は起こらなかった｡それは一つには､貿易摩擦による海外生産の増大や輸
出の自主規制というマイナス要因はあったにせよ､最初にも触れたようにバブル経済期の国内
需要の順調な拡大で､自動車産業が全体としてなお日本経済をリードする成長産業であったこ
とである｡80年代を通して自動車産業全体で1,100万台のオーダーから1,300万台のオーダーま
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で約200万台の生産台数増加が行われているが (特にこの生産台数増大は80年代半ばから顕著
になる)､その増加分がそのまま国内販売の純増加台数と対応 している｡
二つにはトヨタそのものの経営戦略がある｡ トヨタの戦略展開の特徴は､絶えず足元を固め
てから外に向かって行くというやり方を基本としている｡80年代にトヨタは ｢グローバル･テ
ン｣の構想を掲げるが､貿易摩擦に対応する海外進出は慎重に準備を進めながら､国内市場を
固めることに力を注いだ｡先の約200万台の純販売増加のうちトヨタ1社で4割強をしめ､国
内販売台数のシェアを3%ほど高めている (国内シェアは1981年の29.1%から89年には31.8%
へ｡なお軽自動車を除けば､そのシェアは4割を越える)｡従って､80年代にはトヨタは東三
河地域へ立地した田原工場の拡充にとどまらず､さらに豊田市内に電子部品製造などの2工場
を増設しており (86年に貞宝工場､89年に広瀬工場)､その ｢根拠地｣の一定の広域化ととも
に､集中立地 ･｢地域独占｣のメリットをさらに追求してきたといってよい｡
ところが冒頭で触れたように､1990年に入るとこうした経営環境は一変した｡80年代から進
められてきた北米大陸での日本の自動車メーカーの現地生産の全面稼働が90年代初頭に勢ぞろ
いした一方で (アメリカについていえば､これまでの日本からの輸出台数にほぼ等しい二百万
台弱の現地直接生産能力の全面稼働)､バブルの崩壊にともなう不況による国内需要減と､追
い打ちをかけるかたちでの円高による海外競争力の急速な低下や､欧米メーカーからの生産性 ･
技術格差の追い上げをうけるなど､日本の自動車産業はかってない ｢逆風｣を受けることになっ
た｡このため､いよいよ日本でも自動車産業の成熟化が言われ､日産の座間工場閉鎖の発表を
契機に､ トヨタについても予定より生産規模を縮小して92年末から生産を始めた福岡県宮田町
の新工場のトピックもあって､愛知や三河地域では､かってよりさらに深刻に､ トヨタの大規
模な再編が話題となり､また再び地域経済の空洞化論が起こっている0
確かに､今日の自動車産業の情勢は予断を許さない｡特に､短期的にはバブル経済のなかで
投資した過剰設備のツケとコストが重くのしかかっている｡ しかし､ トヨタについて結論的に
言えば､先ず愛知 ･三河地区という ｢地域｣との関わりでは､豊田地域にある1､2の老朽工
場のリストラがおこなわれたり､あるいは3次以下の下請け企業等への深刻な影響の波及といっ
た事態から､地域経済にそれなり深刻な影響と変化が生まれるであろうが､本稿で明らかにし
てきた ｢トヨタと地域｣の関係や､ トヨタ企業体のこれまでの経営史や経営戦略を冷静に考え
ると､今後も西三河 ･東三河を中心とした企業城下圏を ｢根拠地｣として､国内外での市場シ
ェア拡大と高収益性の維持という戦略が､基本的に大きく修正されていくとはとうてい考えに
くい｡おそらくトヨタはこの ｢根拠地｣を持っという強みをさらに強固にして､今後一層の国
内外市場でのシェア拡大を目指すのではないか (現在､ トヨタは軽自動車を除く40%前後はど
の国内シェアについては､50%にまでもっていくことを構想しているといわれている)｡ この
結果､今後ますます激しい企業間競争が起こり､その結果として地域経済の空洞化の負担が生
まれるとすれば､その大部分はこうした競争に遅れをとる他のメーカーの立地する地域経済に
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転化 ･波及されて行くのではなかろうか｡言うまでもなく､次号以降の本稿の課題の一つは､
こうした仮説の検証をすることである｡
ところで､このような仮説を述べることは､卓越した競争力を生み出してきたトヨタ生産方
式は､日本という国際的にみて ｢異質な｣経営環境や文化 ･風土､とりわけ愛知県三河地域と
いう地理的 ･空間的に限定された ｢地域｣だから可能になった､と主張していると理解される
かも知れない｡
周知のように､ トヨタ生産方式､あるいは ｢日本的経営｣は限られた特定の条件の下におい
てのみ適用が可能な特殊なシステムなのか､それとも経営環境や社会 ･文化環境等の異なる
｢地域｣にも適用可能な普遍的な生産システムなのかをめぐる議論は､海外生産が不可避となっ
た今日､当該のトヨタをはじめとする自動車産業は言うに及ばず､日本の製造業全体にとって
も重大な課題であり､かつまた､比較視点からの ｢日本的経営｣や日本企業の生産システム等
の研究は､国内外でのさまざまな関連領域の学界や､経済界 ･労働界等の実務家等の間での重
大な焦点であった｡そして､現在での議論の一般的な趨勢は､日本の生産システムは外国でも
日本と同様の生産システムを構築できる普遍的なシステムとして描き出されている10)｡次号か
らの本稿のもう一つの課題は､こうした議論について､｢地域｣視点を入れて改めて吟味して
みることである｡仮に移植可能な生産システムとしても､どの様な ｢地域｣において可能となっ
たのか (いわゆる企業の ｢立地選択｣視点)､あるいは ｢地域｣とどの様な関係をとり結ぶも
とで存続しているのか (企業の ｢地域政策｣視点)｡また移植のプロセスで ｢地域性｣やその
他の要素に規定されて何らかの変容をとげることはないであろうか｡
その意味で､本号で考察した ｢トヨタと豊田｣モデルはトヨタ生産システムが極限までの効
率性を発揮しうる場合の ｢地域的条件｣ないし ｢尺度｣としての意味が与えられており､次号
以下の考察は､この尺度からみた ｢帝離｣の程度と､それに近づける経営戦略を検証する試み
でもある｡
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